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市町村子ども・子育て支援事業計画に定める 
「量の見込み」の算出等のための手引き 

― 概要 ― 

 

１．「量の見込み」の算出について 

ο量の見込みは、「市町村子ども・子育て支援事業計画に定める「量の見込み」の算出等のための手引

き（以下、「作業の手引き」」（平成 26 年 1 月 20 日事務連絡：内閣府子ども・子育て支援新制度施

行準備室）」に基づいて算出するものとします。 

ο「作業の手引き」は標準的な計算方法を掲載した資料であるため、葛飾区の判断で「作業の手引き」

以外の方法での計算することも可能と考えられますが、その場合は「潜在的なニーズを含めたニー

ズ把握を行い、それに応じた提供体制を整備する」という考え方に基づいて作業することが必要と

なります。 

 

２．量の見込みの算出手順 

ο量の見込みは、以下の３段階の作業を行うことで算出されます。 

① 潜在的な家庭類型の算出 

② 家庭類型別児童数の算出（潜在的な家庭類型〔①〕×年齢別推計児童数） 

③ ニーズ量の算出（家庭類型別児童数〔②〕×利用意向） 

 

οワークシートに「潜在的な家庭類型」「年齢別推計児童数」「利用意向」を入力することで、①～③

の手順により自動計算され、ニーズ量が算出される。 

（入力項目である「潜在的な家庭類型」「年齢別推計児童数」「利用意向」は積算が必要） 

※ワークシートに使用するための数字はニーズ調査の複数の設問回答内容及びその組み合わせにより判別を行

い、類型化、合算、平均の算出などのデータ加工を別途行わなければ、使用できません。 

※年齢別児童人口の推計については、葛飾区ではコーホート変化率法により算出します。（平成 15 年の次世

代前期計画策定時に厚労省が示したやり方と同じ） 

（１）潜在的な家庭類型の算出 
■「現在の家庭類型」を積算（参考値）し、ワークシートに入力 

■「潜在的な家庭類型」を積算し、ワークシートに入力 

（２）家庭類型別児童数の算出 
■「年齢別推計児童数」を積算（住民基本台帳または国勢調査から推計）し、ワークシートに

入力 

→（１）で算出した「潜在的な家庭類型」×「年齢別推計児童数」から「家庭類型別児童数」

が算出される。 

（３）ニーズ量の算出 
■認定区分、事業ごとに「利用意向」を積算し、ワークシートに入力 

※（事業ごとに、利用意向の単位（人数、のべ人数等）や積算方法が異なる） 

→（２）で算出した「家庭類型別児童数」×「利用意向」から「ニーズ量」が算出される。 

  



 

 

母親

父親 １２０時間以上 下限時間未満

１２０時間以上

下限時間未満

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１２０時間未満
下限時間以上

１２０時間未満
下限時間以上

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’

タイプＤタイプＣ タイプＥ

タイプＣ’ タイプＥ’

タイプＦタイプＤ

母親

父親 １２０時間以上 下限時間未満

１２０時間以上

下限時間未満

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

５．現在は就労していない
６．就労したことがない

１２０時間未満
下限時間以上

１２０時間未満
下限時間以上

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

３．パートタイム就労
４．育休・介護休業中

１．フルタイム就労
２．育休・介護休業中

タイプＢ タイプＣ タイプＣ’

タイプＤタイプＣ タイプＥ

タイプＣ’ タイプＥ’

タイプＦタイプＤ

 

３．「作業の手引き」の構成 

○ 家庭類型の算出方法 

■現在の家族類型を算出した後、ニーズ調査における他の設問の回答内容により、現在の家族

類型から該当する者を他の類型に移行させ、潜在的な家族類型として整理します。 

（現在の家庭類型）  

＜ステップ１＞ タイプ A（ひとり親家庭）の算出 

＜ステップ２＞ タイプ B～F の算出 

＜ステップ３＞ 年齢区分別の集計 

（潜在的な家庭類型）  

＜ステップ１＞ 潜在タイプ A（ひとり親家庭）の算出 

＜ステップ２＞ 潜在タイプ B（フルタイム×フルタイム）の算出 

＜ステップ３＞ 潜在タイプ C（フルタイム×パートタイム）の算出 

＜ステップ４＞ 潜在タイプ C’（フルタイム×パートタイム）の算出 

＜ステップ５＞ 潜在タイプ E（パートタイム×パートタイム）の算出 

＜ステップ６＞ 潜在タイプ E’（パートタイム×パートタイム）の算出 

＜ステップ７＞ 潜在タイプ D（専業主婦（夫））の算出 

＜ステップ８＞ 潜在タイプ F（無業×無業）の算出 

＜ステップ９＞ 年齢区分別のクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

＜教育・保育の量の見込み＞

①１号認定
　（認定こども園及び幼稚園）

家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） = ニーズ量（人）

②２号認定
　（幼稚園希望）

家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） = ニーズ量（人）

③２号認定
　（認定こども園及び保育所）

家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） = ニーズ量（人）

④３号認定
　（認定こども園・保育所＋地域型）

家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） = ニーズ量（人）

＜地域子ども・子育て支援事業の量の見込み＞

①時間外保育事業 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） = ニーズ量（人）

②放課後児童健全育成事業 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） = ニーズ量（人）

③子育て短期支援（ショートステイ） 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） × 利用意向日数（日） = ニーズ量（人日）

④地域子育て支援拠点事業 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） × 平均利用意向回数（回） = ニーズ量（人回）

⑤一時預かり他

　・１号認定による利用 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合）※ × 利用意向日数（日） = ニーズ量（人日）

　・２号認定による利用 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） × 就労日数（日） = ニーズ量（人日）

　・上記以外 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） × 就労日数（日） = ニーズ量（人日）

⑥病児・病後児保育、ファミリー・サポー
ト・センター（病児・病後児）

家族類型別児童数 × 発生頻度 × 利用意向日数（日） = ニーズ量（人日）

⑦ファミリー・サポート・センター（就学児） 家族類型別児童数 × 利用意向率（割合） × 利用意向日数（日） = ニーズ量（人日）

※一時預かりの利用意向率（割合）は不定期事業の利用希望等を乗じて積算

 

○ 利用意向の算出方法 

（１）教育・保育の量の見込み  

① １号認定（認定こども園及び幼稚園） 

② ２号認定（幼児期の学校教育の利用希望が強いと想定されるもの） 

③ ２号認定（認定こども園及び保育所） 

④ ３号認定（認定こども園及び保育所＋地域型保育） 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み  

① 時間外保育事業 

② 放課後児童健全育成事業 

③ 子育て短期支援事業 

④ 地域子育て支援拠点事業 

⑤ 一時預かり、子育て短期支援、子育て援助活動支援事業  

 ［病児・緊急対応強化事業除く］ 

⑥ 病児保育事業、子育て援助活動支援事業［病児・緊急対応強化事業］ 

⑦ 子育て援助活動支援事業（就学児のみ） 

⑧ 利用者支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


